
主な行政処分の強化内容

７月から過労防止関連の処分が厳しくなります

今月のテーマ

国土交通省では、自動車運送事業者（トラック、バス、タクシー）への行政処分基準に関係する通達改正を行います。

施行は、平成３０年７月１日を予定しています。今から現状の見直し・改善をし、７月の改正に向けしっかり体制を整えておきましょう。
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▷乗務時間等告示遵守違反
（安全規則第３条）（運輸規則第２１条）
・未遵守５件以下 警告
・未遵守６件以上１５件以下 １０日車
・未遵守１６件以上 ２０日車
・未遵守３１件以上３名以上等 ３０日事業停止

▷健康状態の把握義務違反
（安全規則第３条）（運輸規則第２１条）
・把握不適切５０％未満 警告
・把握不適切５０％以上 １０日車

▷社会保険等未加入
（事業法第２５条）（運送法第３０条）
・一部未加入 １０日車
・全部未加入 ２０日車

▷乗務時間等告示遵守違反
一ヶ月の拘束時間及び休日労働の限度に関する違反が確認された
場合は、左記（現行）の件数として計上し、処分日車数を算出すると
ともに、更に別立てで次のとおり処分日車数を算出し、左記の処分
日車数に合算する。
・未遵守１件 １０日車
・未遵守２件以上 ２０日車

▷疾病、疲労等のおそれのある乗務
・健康診断未受診者 １名 警告
・健康診断未受診者 ２名 ２０日車
・健康診断未受診者 ３名以上 ４０日車

▷社会保険等未加入
・未加入 １名 警告
・未加入 ２名 ２０日車
・未加入 ３名以上 ４０日車

自動車運送事業（トラック、バス、タクシー）の運転者は、全職業平均と比較して労働時間が約１～２割長く、いわゆる過労死の認定件数も職種別
で最も多い実態にあり、長時間労働の是正や過労の防止は重要な課題です。このため、昨年８月２８日に「自動車運送事業の働き方改革に関す
る関係省庁連絡会議」において取りまとめられた「直ちに取り組む施策」においても、行政処分の強化を行う方針が示されたところです。以上のよ
うな状況を踏まえ、今般、過労防止関連違反等に係る行政処分の処分量定の引上げを行うなど、行政処分等の基準について、所要の改正を行
うこととします。（平成３０年７月１日施行予定）

行政処分の強化背景

≪現行≫ 初違反 ≪改正≫ 初違反

その他処分量定の改正

・記録の改ざん・不実記載のような労働時間を管理する点で問題が
ある事項及び虚偽届出については処分を強化する。

・帳票類の「全て保存なし」については、「全て記録なし」と同じ処分
量定に統一する。等

自社体制の見直しを！


